
【様式第1号】

自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合

会計：連結会計 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 4,481,507,489   固定負債 3,847,478,708

    有形固定資産 3,615,386,034     地方債等 1,887,389,216

      事業用資産 3,177,071,569     長期未払金 -

        土地 217,166,268     退職手当引当金 1,811,927,874

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 3,879,056,200     その他 148,161,618

        建物減価償却累計額 -1,150,306,572   流動負債 537,112,075

        工作物 293,736,285     １年内償還予定地方債等 354,565,357

        工作物減価償却累計額 -92,492,972     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 129,680,174

        航空機 -     預り金 10,318,015

        航空機減価償却累計額 -     その他 42,548,529

        その他 - 負債合計 4,384,590,783

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 29,912,360   固定資産等形成分 4,482,124,900

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -4,156,310,649

        土地 -   他団体出資等分 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 1,609,493,201

      物品減価償却累計額 -1,171,178,736

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 866,121,455

      投資及び出資金 305,000

        有価証券 -

        出資金 205,000

        その他 100,000

      長期延滞債権 375

      長期貸付金 14,399,843

      基金 851,415,959

        減債基金 -

        その他 851,415,959

      その他 278

      徴収不能引当金 -

  流動資産 228,897,545

    現金預金 228,280,134

    未収金 -

    短期貸付金 617,411

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -

  繰延資産 - 純資産合計 325,814,251

資産合計 4,710,405,034 負債及び純資産合計 4,710,405,034

連結貸借対照表
（令和2年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合

会計：連結会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

  経常費用 2,943,620,959

    業務費用 2,697,066,162

      人件費 2,074,918,204

        職員給与費 1,903,684,686

        賞与等引当金繰入額 129,680,174

        退職手当引当金繰入額 40,703,191

        その他 850,153

      物件費等 610,344,301

        物件費 382,299,658

        維持補修費 2,615,624

        減価償却費 225,429,019

        その他 -

      その他の業務費用 11,803,657

        支払利息 10,411,884

        徴収不能引当金繰入額 -

        その他 1,391,773

    移転費用 246,554,797

      補助金等 245,137,043

      社会保障給付 -

      その他 1,417,754

  経常収益 64,976,492

    使用料及び手数料 40,020,647

    その他 24,955,845

純経常行政コスト 2,878,644,467

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 1,403,810

    資産売却益 1,369,998

    その他 33,812

純行政コスト 2,877,240,657



【様式第3号】

自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合

会計：連結会計 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 202,070,814 4,649,961,079 -4,447,890,265 -

  純行政コスト（△） -2,877,240,657 -2,877,240,657 -

  財源 2,999,934,243 2,999,934,243 -

    税収等 2,989,497,322 2,989,497,322 -

    国県等補助金 10,436,921 10,436,921 -

  本年度差額 122,693,586 122,693,586 -

  固定資産等の変動（内部変動） -169,074,125 169,074,125

    有形固定資産等の増加 172,990,560 -172,990,560

    有形固定資産等の減少 -225,429,021 225,429,021

    貸付金・基金等の増加 7,046,470 -7,046,470

    貸付金・基金等の減少 -123,682,134 123,682,134

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 1,049,851 1,237,946 -188,095 -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 123,743,437 -167,836,179 291,579,616 -

本年度末純資産残高 325,814,251 4,482,124,900 -4,156,310,649 -

連結純資産変動計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日



【様式第4号】

自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合

会計：連結会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 2,676,401,109

    業務費用支出 2,429,846,312

      人件費支出 2,033,127,373

      物件費等支出 385,069,628

      支払利息支出 10,411,884

      その他の支出 1,237,427

    移転費用支出 246,554,797

      補助金等支出 245,137,043

      社会保障給付支出 -

      その他の支出 1,417,754

  業務収入 3,064,273,284

    税収等収入 2,989,497,322

    国県等補助金収入 10,436,921

    使用料及び手数料収入 40,020,647

    その他の収入 24,318,394

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 387,872,175

【投資活動収支】

  投資活動支出 178,929,209

    公共施設等整備費支出 172,990,560

    基金積立金支出 278,394

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 5,660,255

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,895,304

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 394,755

    貸付金元金回収収入 1,130,549

    資産売却収入 1,370,000

    その他の収入 -

投資活動収支 -176,033,905

【財務活動収支】

  財務活動支出 306,761,179

    地方債等償還支出 264,394,071

    その他の支出 42,367,108

  財務活動収入 133,898,355

    地方債等発行収入 133,898,355

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 9,153,633

本年度歳計外現金増減額 1,164,382

本年度末歳計外現金残高 10,318,015

本年度末現金預金残高 228,280,134

財務活動収支 -172,862,824

本年度資金収支額 38,975,446

前年度末資金残高 178,958,030

比例連結割合変更に伴う差額 28,643

本年度末資金残高 217,962,119



 

 

 

連結財務書類における注記 
 

 

1. 重要な会計方針 
 
 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 
① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･････････････････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額 1 円としています。

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としていま

す。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価 

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。 

 
(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････償却原価法（定額法） ただし、一部の

連結対象団体においては、利息法によっています。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定。） 

ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。 

イ 市場価格のないもの･･････････････････取得原価（または償却原価法（定額法））

ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。 

イ 市場価格のないもの･･････････････････出資金額 
 
 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 
① 無形固定資産（リース資産を除きます。） ······························ 定額法 

（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法に

よっています。） 

② 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内の

リース取引及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナン



 

ス・リース取引を除きます。） 
 ·················· 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

 
(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務及び年

金資産の見込み額に基づき計上しています。 

 
② 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額

の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 
(5) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

(6) 連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価

値変動が僅少なもので、3か月以内に満期日が到来する流動性の高い投資をいいます。

た） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払

いを含んでいます。 

 
(7) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 
 

2. 重要な後発事象 
 
 

(1) 主要な業務の改廃 
     該当なし  
 

(2) 組織・機構の大幅な変更 
     該当なし  
 

(3) 地方財政制度の大幅な改正 
     該当なし  
 

(4) 重大な災害等の発生 

     該当なし  

 

 



 

3. 偶発債務 
 
 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当なし 

 

4. 追加情報 
 
 

(1) 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結方法 比例連

結割合 

千葉県市町村総合事務組合 

(一般会計 退手事業以外) 

一部事務組合・

広域連合 

比例連結 2.05％ 

千葉県市町村総合事務組合 

（千葉県自治研修センター特別会計） 

一部事務組合・

広域連合 

比例連結 1.33％ 

連結の方法は次のとおりです。 

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象

としています。 

(2) 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）におい

ては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末

の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体

（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が

終了したものとして調整しています。 

 
(3) 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 
 



 

 

 

 

 

 

 

連結会計 附属明細書 

 

 

 

 

 

 

 



自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合 年度：令和元年度
会計：連結会計

（単位：千円）

区分
前年度末残高 

(A)
本年度増加額 

(B)
本年度減少額 

(C)

本年度末残高 
(A)+(B)-(C) 

(D)

本年度末 
減価償却累計額 

(E)

本年度減価償却額 
(F)

差引本年度末残高 
(D)-(E) 

(G)

事業用資産 4,348,835 71,036 - 4,419,871 1,242,800 120,982 3,177,072
　土地 217,166 - - 217,166 - - 217,166
　立木竹 - - - - - - -
　建物 3,868,276 10,780 - 3,879,056 1,150,307 98,678 2,728,750
　工作物 249,595 44,141 - 293,736 92,493 22,304 201,243
　船舶 - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定 13,797 16,115 - 29,912 - - 29,912
インフラ資産 - - - - - - -
　土地 - - - - - - -
　建物 - - - - - - -
　工作物 - - - - - - -
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定 - - - - - - -
物品 1,654,960 101,954 147,421 1,609,493 1,171,179 104,447 438,314
合計 6,003,795 172,991 147,421 6,029,364 2,413,978 225,429 3,615,386

有形固定資産の明細


